
別紙 1 

 印紙税法基本通達新旧対照表 
（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

（地方公共団体の意義）  

第 55 条 法第５条《非課税文書》第２号に規定する「地方公共団体」とは、地方自治法

（昭和 22 年法律第 67 号）第１条の３《地方公共団体の種類》に規定する地方公共団体

をいう。 

 

（地方公共団体の意義）  

第 55 条 法第５条《非課税文書》第２号に規定する「地方公共団体」とは、地方自治法

（昭和 22 年法律第 67 号）第１条の２《地方公共団体の種類》に規定する地方公共団体

をいう。 

（有価証券の意義） 

第 60 条 法に規定する「有価証券」とは、財産的価値ある権利を表彰する証券であって、

その権利の移転、行使が証券をもってなされることを要するものをいい、証券取引法（昭

和 23 年法律第 25 号）に定める有価証券に限らない。 

 

（例） 

株券、国債証券、地方債証券、社債券、出資証券、投資信託の受益証券、貸付信託の

受益証券、特定目的信託の受益証券、約束手形、為替手形、小切手、貨物引換証、船荷

証券、倉庫証券、商品券、プリペイドカード、社債利札等 

 

 （注）次のようなものは有価証券に該当しない。  

  (1)～(3)          （省    略） 

 

（有価証券の意義） 

第 60 条 法に規定する「有価証券」とは、財産的価値ある権利を表彰する証券であって、

その権利の移転、行使が証券をもってなされることを要するものをいい、有価証券取引

税法（昭和 28 年法律第 102 号）又は証券取引法（昭和 23 年法律第 25 号）に定める有

価証券に限らない。 

（例） 

株券、国債証券、地方債証券、社債券、出資証券、証券投資信託の受益証券、貸付信

託の受益証券、約束手形、為替手形、小切手、貨物引換証、船荷証券、倉庫証券、商品

券、社債利札等 

 

 （注）次のようなものは有価証券に該当しない。  

  (1)～(3)          （同    左） 

 

別表第１ 

課税物件、課税標準及び税率の取扱い 

別表第１ 

課税物件、課税標準及び税率の取扱い 



改     正     後 改     正     前 

第４号文書 

株券、出資証券若しくは社債券又は投資信託、貸付信託若しくは特定目的信託の受益

証券  

 

（発行価額の意義） 

８ 令第 24 条第１号《株券等に係る一株又は一口の金額》に規定する「発行価額」とは、

商法第 168 条の 2第 2号に規定する株式の発行価額又は第 280 条の 2第 1項第 2号に規

定する新株の発行価額をいうのであるが、次に掲げる株券については、それぞれ次に掲

げる価額を発行価額とすることに留意する。 

  (1) 株式会社の設立に際して発行する株券  商法第 168 条の 2第 2号に規定する株式

の発行価額 

 (2) 株式会社の成立後に発行する株券（(3)から(6)に掲げるものを除く。）  商法第

280 条の 2第 1項第 2号に規定する新株の発行価額 

 (3) 転換株式の転換によって発行する株券  当該転換株式の発行価額 

 (4) 転換社債の転換によって発行する株券  当該転換社債の発行価額 

(5) 新株引受権付社債に付された新株引受権の行使によって発行する株券  商法第

341 条の 16 第 1 項に規定する新株の発行価額 

(6) 株式会社の取締役又は使用人に対して付与された新株引受権の行使によって発行

する株券  商法第 280 条の 19 第 2 項に規定する株式の発行価額 

 

（資本の額及び資本準備金の額の意義） 

９ 令第 24 条第１号に規定する「資本の額」及び「資本準備金の額」は、最終の貸借対

照表に記載された資本の額及び資本準備金の額（発行価額のない株券を発行する日の属

第４号文書 

株券、出資証券若しくは社債券又は投資信託、貸付信託若しくは特定目的信託の受益

証券  

 

（無額面株式に係る株券の記載金額）  

８ 無額面株式に係る株券の記載金額について、令第 24 条《株券に係る１株の金額》第

１号の規定によることができない場合は、資本金（資本準備金を含む。）を発行済株式

の数で除して得た価額を当該記載金額として取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新    設） 

 



改     正     後 改     正     前 

する営業年度中に合併、分割、株式交換又は株式移転（この項において「合併等」とい

う。）があった場合には、当該合併等の日の資本の額及び資本準備金の額）によること

として差し支えない。 

 

（出資総額の意義） 

10 ９の規定は令第 24 条第 2号に規定する「出資総額」について、これを準用する。 

 

 

 

 

 

 

（新    設） 

 

（非課税文書） 

非課税法人の表、非課税文書の表及び特別法の非課税関係 

 

（額面株式の株券の無効手続に伴い作成する株券の届出） 

13 商法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成 13

年法律第 80 号。以下「商法等整備法」という。）第 48 条第 2 項《印紙税法の一部改正

等に伴う経過措置》の規定の適用を受けようとする場合における額面株式の株券の無効

手続に伴い作成する株券に係る印紙税の非課税に関する省令（平成 13 年財務省令第56

号）第 1項に規定する届出書の様式は、別表第 3に定めるところによる。 

なお、商法等整備法第 48 条第 2 項に規定する「当該株券を発行しようとする場所」

の判定にあたっては、第 80 条の規定を準用することとして差し支えない。 

 

 

 

 

 

（非課税文書） 

非課税法人の表、非課税文書の表及び特別法の非課税関係 

 

 

（新    設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改     正     後 改     正     前 

別表第 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新    設） 

額面株式の株券の無効手続に係る印紙税非課税株券発行届出書
収受印

本 店 又 は （〒 － ）（℡ － － ）

平成 年 月 日 届 主たる事務

所の所在地

出

名 称 及 び

税務署長 殿 者

代 表 者 名 印

商法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成１３年法律第

８０号）第４８条第２項に規定する株券を発行したいので、届出します。

資 本 金

発行済株式総数

取 締 役 会 の 決 議 年 月 日 平 成 年 月 日

無 効 手 続 を と る 額 面 株 式 の 総 数

株 券 を 会 社 に 提 出 す べ き 期 間 平成 年 月 日 ～ 年 月 日

そ の 他 参 考 事 項

Ａ

４

注意 １ 上記決議内容を証する文書（取締役会決議公告の写しなど）を添付してください。
２ 証券代行会社等に額面株式の無効手続に関する事務を委託している場合には、その証
券代行会社等の名称、所在地を「その他参考事項」欄に記載してください。



別紙 2 

　租税特別措置法（間接諸税関係）の取扱いについて（法令解釈通達）新旧対照表

（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

第三章 印紙税の税率軽減等措置関係 

（租特法第 91 条《不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例》、第 91 条

の 2 第 1 項《約束手形に係る印紙税の税率等の特例》及び第 91 条の 4《株式分割等に

係る株券の印紙税の非課税》関係） 

 

（株式分割等に係る非課税となる株券の発行届出） 

６ 租特法第 91 条の 4《株式分割等に係る株券の印紙税の非課税》の規定の適用を受け

ようとする場合における租特規則第 42 条《株式分割等に係る株券の届出》に規定する

届出書の様式は、別紙様式 19「株式分割等に係る印紙税非課税株券発行届出書」によ

る。 

  なお、租特法第 91 条の 4 第 2項に規定する「当該株券を発行しようとする場所」の

判定にあたっては、印紙税法基本通達第 80 条の規定を準用することとして差し支えな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

第三章 印紙税の税率軽減等措置関係 

（租特法第 91 条《不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例》、第 91 条

の 2 第 1 項《約束手形に係る印紙税の税率等の特例》及び第 91 条の 3《株式分割等に

係る株券の印紙税の非課税》関係） 

 

（非課税となる株券の発行届出） 

６ 租特法第 91 条の 3《株式分割等に係る株券の印紙税の非課税》の規定の適用を受け

ようとする場合における租特規則第 42 条《株式分割等に係る株券の届出》に規定する

届出書の様式は、別紙様式 19「印紙税非課税株券発行届出書」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改     正     後 改     正     前 

別紙様式 19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式 19 

 

 

 

株式分割等に係る印紙税非課税株券発行届出書
収受印

本 店 又 は （〒 － ）（℡ － － ）

平成 年 月 日 届 主たる事務

所の所在地

出

名 称 及 び

税務署長 殿 者

代 表 者 名 印

租税特別措置法第９１条の４第１項に規定する株券を発行したいので、同条第２項に規定する

届出をします。

資 本 金

発 行 済 株 式 総 数

一 単 元 の 株 式 数

株式の上場年月日及び証券取引所の名称

店頭売買有価証券登録原簿の登録年月日 年 月 日

取締役会又は株主総会の決議年月日 平 成 年 月 日

分 割 の 日 平 成 年 月 日

決

株式分割 分 割 の 割 合

議

分割後の発行済株式総数

内

一単元の 変 更 の 日 平 成 年 月 日

容 株式数の

変 更 変 更 の 内 容

分割の日又は変更の日の属する事業年度 平成 年 月 日 ～ 年 月 日

Ａ

４ そ の 他 参 考 事 項

注意 １ 「資本金」、「発行済株式総数」及び「一単元の株式数」の各欄は、分割前又は変更
前の事実に基づき記載してください。
２ 「株式の上場年月日及び証券取引所の名称」欄には、証券取引法第 １１０条の規定の
承認を受けたすべての上場年月日等を記載してください。
３ 上記決議内容を証する文書（取締役会決議公告の写しなど）を添付してください。
４ 証券代行会社等に株券の発行事務を委託している場合には、その証券代行会社等の
名称、所在地を「その他参考事項」欄に記載してください。

印 紙 税 非 課 税 株 券 発 行 届 出 書
収受印

本 店 又 は （〒 － ）（℡ － － ）

平成 年 月 日 届 主たる事務

所の所在地

出

名 称 及 び

税務署長 殿 者

代 表 者 名 印

租税特別措置法第９１条の３第１項に規定する株券を発行したいので、同条第２項に規定する

届出をします。

資 本 金 発行済株式総数

額面金額 一単位の株式数

株式の上場年月日及び証券取引所の名称

店頭売買有価証券登録原簿の登録年月日 年 月 日

取締役会又は株主総会の決議年月日 平 成 年 月 日

分 割 の 日 平 成 年 月 日

決

株式分割 分 割 の 割 合

議

分割後の発行済株式総数

内

一単位の 変 更 の 日 平 成 年 月 日

容 株式数の

変 更 変 更 の 内 容

分割の日又は変更の日の属する事業年度 平成 年 月 日 ～ 年 月 日

Ａ

４ そ の 他 参 考 事 項

注意 １ 「資本金」、「発行済株式総数」、「額面金額」及び「一単位の株式数」の各欄は、
分割前又は変更前の事実に基づき記載してください。
２ 「株式の上場年月日及び証券取引所の名称」欄には、証券取引法第 １１０条の規定の
承認を受けたすべての上場年月日等を記載してください。
３ 上記決議内容を証する文書（取締役会決議公告の写しなど）を添付してください。


